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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第99期
第１四半期
連結累計期間

第100期
第１四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 5,816 4,071 21,959

経常利益 (百万円) 402 136 985

四半期（当期）純利益 (百万円) 232 77 531

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 239 108 552

純資産額 (百万円) 11,328 11,156 11,400

総資産額 (百万円) 21,188 19,826 21,174

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

(円) 10.94 3.67 25.02

自己資本比率 (％) 53.5 56.3 53.8
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、緩やかな回復基調が続いているものの、前期末の消費税増

税前倒し需要の反動や、新興国景気の減速や円安効果の一巡による輸出の伸び悩みから、一部に弱い動きも見ら

れます。今後は消費税増税前倒し需要の反動は次第に底を打ち、公共投資等の経済対策による内需の下支えや、

個人消費も先行き底堅く推移する見通しのため、景気は緩やかに回復していくと予想されます。

肥料業界におきましては、農業従事者の高齢化、後継者不足等の農業の構造的問題や生産コスト低減の動きな

どにより、依然として肥料需要の低迷が続いております。加えて、東日本大震災や原子力発電所事故からの農地

復旧の遅れや、東北農産物に対する風評被害等の問題も未だに残っております。

このような事業環境の下、当社グループは今年度よりスタートした新中期事業３ヵ年計画「挑戦 2016」の方針

に沿い、本年４月より新設した「つくば分析センター」を活用して土壌分析や栽培指導等、生産者ニーズに応え

たサービスの提供を行い、「安全・安心・良食味」に資する有機関連製品を中心に、全国に配置した製造・営業

拠点を活かす地域に密着した提案型の営業活動に努めました。その他の事業分野では、化粧品事業において天然

素材由来の化粧品原料の海外展開を含めた拡販、新たな原料および用途の開発等による収益基盤の強化、および

化粧品凍結乾燥品製造受託事業の効率的な生産・販売体制の強化に努めました。また、海外事業推進チームに

て、肥料製造技術の輸出促進を図ってまいりました。

当第１四半期連結累計期間における営業成績につきましては、主力の肥料事業分野は前期末の消費税増税前倒

し需要の反動減により、販売数量が大きく減少したことから、売上高4,071百万円（前年同四半期比30.0％減）、

営業利益137百万円（前年同四半期比63.7％減）、経常利益136百万円（前年同四半期比66.2％減）、四半期純利

益77百万円（前年同四半期比66.5％減）となりました。
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各セグメント別の概況は以下の通りであります。

 

肥料事業は、依然として国内肥料需要の低迷による厳しい状況が続いております。当社グループは「安全・安

心・良食味」に資する有機関連製品や生産者のニーズに対応した省力化に資する製品を主体に、地域に密着した

きめの細かい提案型の営業活動に努めましたが、前述の通り、販売数量が大幅に減少したことから、当事業の売

上高は3,506百万円（前年同四半期比33.1％減）、セグメント利益158百万円（前年同四半期比58.6％減）となり

ました。

飼料事業は、漁獲制限に伴う原料入荷量の減少が続いております。そのため、販売数量が大きく減少しました

が、経費減少により、売上高156百万円（前年同四半期比28.3％減）、セグメント損失５百万円（前年同四半期は

13百万円の損失）となりました。

不動産事業は、売上高100百万円（前年同四半期比0.4％減）、セグメント利益73百万円（前年同四半期比0.2％

増）となりました。

その他事業は、化粧品原料販売や食品・農産物の販売が増加したものの、海外向け肥料製造技術輸出の成約が

なかったため、売上高310百万円（前年同四半期比20.0％増）、セグメント利益21百万円（前年同四半期比45.1％

減）となりました。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末（以下「当第１四半期末」という。）の資産の合計は19,826百万円となり、前連

結会計年度末（以下「前年度末」という。）に比べ1,348百万円減少しました。これは、主に現金及び預金888百

万円、たな卸資産700百万円がそれぞれ増加しましたが、受取手形及び売掛金が2,987百万円減少したことによる

ものであります。

当第１四半期末の負債の合計は8,669百万円となり、前年度末に比べ1,104百万円減少しました。これは、主に

支払手形及び買掛金411百万円、短期借入金426百万円、賞与引当金132百万円がそれぞれ減少したことによるもの

であります。

当第１四半期末の純資産の合計は11,156百万円となり、前年度末に比べ243百万円減少しました。これは、主に

利益剰余金が、当社配当金の支払い、退職給付に関する会計基準等の適用により期首の利益剰余金が減少したこ

と等により273百万円減少したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は前年度末の53.8％から56.3％となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。ま

た、新たな事業上及び財政上の対処すべき課題は生じておりません。

 

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は27百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成26年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年８月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,474,562 21,474,562
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数 1,000株

計 21,474,562 21,474,562 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年４月１日～
平成26年６月30日

― 21,474 ― 3,549 ― 3,072
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成26年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

    平成26年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 224,000 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,001,000 21,001 ―

単元未満株式 普通株式 249,562 ― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 21,474,562 ― ―

総株主の議決権 ― 21,001 ―
 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

片倉チッカリン株式会社
東京都千代田区九段北
１丁目13－５

224,000 ― 224,000 1.04

計 ― 224,000 ― 224,000 1.04
 

(注) １．上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の

数１個)あります。なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含まれて

おります。

２．当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、225,359株であります。

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成26年４月１日から平成

26年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、監査法人大手門会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 625 1,513

  受取手形及び売掛金 7,004 4,016

  商品及び製品 2,250 2,805

  仕掛品 99 86

  原材料及び貯蔵品 1,657 1,817

  その他 229 304

  貸倒引当金 △2 △1

  流動資産合計 11,863 10,541

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 2,680 2,645

   機械装置及び運搬具（純額） 1,528 1,508

   土地 3,469 3,469

   その他（純額） 183 155

   有形固定資産合計 7,862 7,778

  無形固定資産 221 217

  投資その他の資産   

   その他 1,275 1,331

   貸倒引当金 △48 △42

   投資その他の資産合計 1,227 1,288

  固定資産合計 9,310 9,284

 資産合計 21,174 19,826
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成26年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 3,430 3,018

  短期借入金 3,097 2,670

  未払法人税等 135 71

  賞与引当金 179 46

  その他 1,459 1,183

  流動負債合計 8,302 6,990

 固定負債   

  長期借入金 59 57

  役員退職慰労引当金 228 199

  退職給付に係る負債 671 818

  その他 511 602

  固定負債合計 1,471 1,678

 負債合計 9,773 8,669

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,549 3,549

  資本剰余金 3,083 3,083

  利益剰余金 4,994 4,720

  自己株式 △73 △73

  株主資本合計 11,554 11,280

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 87 109

  退職給付に係る調整累計額 △240 △232

  その他の包括利益累計額合計 △153 △123

 純資産合計 11,400 11,156

負債純資産合計 21,174 19,826
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

売上高 5,816 4,071

売上原価 4,505 3,037

売上総利益 1,311 1,033

販売費及び一般管理費 933 895

営業利益 377 137

営業外収益   

 受取利息 0 0

 受取配当金 0 1

 受取賃貸料 1 1

 その他 27 1

 営業外収益合計 30 4

営業外費用   

 支払利息 5 5

 その他 0 0

 営業外費用合計 5 5

経常利益 402 136

特別利益   

 固定資産売却益 12 0

 特別利益合計 12 0

特別損失   

 固定資産除売却損 5 1

 その他 0 0

 特別損失合計 5 1

税金等調整前四半期純利益 409 134

法人税、住民税及び事業税 177 56

法人税等調整額 0 △0

法人税等合計 177 56

少数株主損益調整前四半期純利益 232 77

四半期純利益 232 77
 

EDINET提出書類

片倉チッカリン株式会社(E00789)

四半期報告書

10/17



【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 232 77

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6 21

 退職給付に係る調整額 － 8

 その他の包括利益合計 6 30

四半期包括利益 239 108

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 239 108
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給

付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務

期間に近似した年数に基づく割引率から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法

（イールドカーブ直接アプローチ）へ変更いたしました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四

半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を税効果を調整の

上、利益剰余金に加減しております。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が217百万円増加、利益剰余金が139百万円

減少し、繰延税金資産が78百万円増加しております。

これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。なお、セグメント情報に与える

影響は軽微であるため、記載を省略しております。

　

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　１．原価差異の繰延処理　

季節的に変動する操業度により発生した原価差異は、原価計算期間末までにほぼ解消が見込まれるため、当該

原価差異を繰り延べ処理しております。　

 
　２．税金費用の計算

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効

税率を使用する方法によっております。

 
 

(四半期連結損益計算書関係)

　　　売上の季節的変動

　　　前第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

　　　当社グループの主力事業である肥料事業は、需要期に季節性があり、春先の１月から４月に需要が集中するこ

と、及び気象・天候によって需要量が変動するため、通常、第１四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期

間の売上高及び営業費用は他の四半期連結会計期間の売上高及び営業費用と比べ高くなっております。

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次の通りであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

 
当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

減価償却費 138百万円  150百万円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年６月30日)

 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月20日

定時株主総会
普通株式 170 8 平成25年３月31日 平成25年６月21日 利益剰余金

 

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。　

 
当第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月19日

定時株主総会
普通株式 212 10 平成26年３月31日 平成26年６月20日 利益剰余金

 

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

末後となるもの

　該当事項はありません。　
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)肥料 飼料 不動産 計

売上高         

外部顧客への売上高 5,241 218 96 5,557 259 5,816 ― 5,816

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― 4 4 ― 4 △4 ―

計 5,241 218 100 5,561 259 5,820 △4 5,816

セグメント利益又は
損失(△)

382 △13 73 443 38 481 △103 377
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品、食品、農産物及び物資

その他の各事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△103百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注１)

合計
調整額
(注２)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注３)肥料 飼料 不動産 計

売上高         

外部顧客への売上高 3,506 156 96 3,760 310 4,071 ― 4,071

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― 3 3 ― 3 △3 ―

計 3,506 156 100 3,763 310 4,074 △3 4,071

セグメント利益又は
損失(△)

158 △5 73 226 21 247 △110 137
 

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、化粧品、海外事業、食品、農産

物及び物資その他の各事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△110百万円は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下の通りであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額(円) 10.94 3.67

（算定上の基礎）   

四半期純利益(百万円) 232 77

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 232 77

普通株式の期中平均株式数(千株) 21,251 21,249
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成26年８月13日

片倉チッカリン株式会社

取締役会  御中

 

 

監査法人  大手門会計事務所
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士  植木 暢茂   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士  木下 隆史 　 印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている片倉チッカリン

株式会社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成26年４月１日

から平成26年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施させる質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、片倉チッカリン株式会社及び連結子会社の平成26年６月30日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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